山梨県農福連携６次産業化アドバイザー派遣事業実施要領
第１　趣旨

農福連携のさらなる推進のためには、農福連携に取り組む障害福祉サービス事業者（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成十七年法律第百二十三号）において規定する「障害福祉サービス事業」を行う事業者）が、農福連携により生産された農産物の付加価値を高めるため、農産物の加工、販売等を行う６次産業化への取り組みが重要である。

このため、地域の特色を活かした６次産業化に取り組む障害福祉サービス事業者へアドバイザーを派遣し、農福連携により生産された農産物の加工品（以下「農福連携製品」という。）の開発や販売・販路開拓にあたっての支援を行う。
第２　事業内容
１　農福連携６次産業化アドバイザーの設置
（１）障害福祉課長は、障害福祉サービス事業者に対し、６次産業化について助言を行う専門家を、農福連携６次産業化アドバイザー（以下「アドバイザー」という。）として委嘱する。
（２）アドバイザーは、農福連携製品の開発検討・商品化及び販路開拓に向けた助言・指導を行う。
２　農福連携６次産業化戦略会議の開催
（１）障害福祉課長は、地域の特色を活かした農福連携製品を開発する障害福祉サービス事業者の取り組みを支援するため、６次産業化に取り組む障害福祉サービス事業者に対してアドバイザーを派遣し、助言を行う「農福連携６次産業化戦略会議」（以下「戦略会議」という）を開催する。

（２）戦略会議では、アドバイザーが、農福連携製品の開発検討・商品化及び販路開拓に向け、以下の点について助言・指導を行う。
ア　農福連携により生産された農産物を用いた農福連携製品の開発
　　イ　農福連携製品を売るための荷姿（パッケージデザイン等）
　　ウ　農福連携製品の販路開拓　　　他
（３）障害福祉サービス事業者は、事業実施期間において、アドバイザーの指導・助言を受けて、農福連携製品の試作品を１品以上製作する。
３　地域農福連携協議会の開催
（１）障害福祉サービス事業者は、地域の特色を活かした６次産業化に取り組むため、農業経営体及び行政等と連携する地域農福連携協議会を開催する。
（２）地域農福連携協議会では、以下の点について協議を行う。
　　ア　農福連携の推進
　　イ　地域の特色ある農福連携製品の開発

　　ウ　農福連携のブランド力向上
第３　事業の実施手続き等
１　障害福祉課長は、別に定める期日までに、農福連携製品の開発に際しアドバイザー派遣を希望する障害福祉サービス事業者を募集する。
２　アドバイザー派遣を希望する障害福祉サービス事業者は、「山梨県農福連携６次産業化アドバイザー派遣事業申請書」（様式第１号）に、農福連携の取り組み状況や今後開発を希望する農福連携製品などを記載した「山梨県農福連携製品開発計画書」（別添様式第１号）を添付し、知事に提出する。
３　知事は、提出された様式第１号等を精査し、内容が適当であると認められた障害福祉サービス事業者を選定し、選定した事業者に対し決定の通知（様式第２号）を行う。
４　決定通知を受けた障害福祉サービス事業者は、派遣事業の変更（中止）をしようとするときは、「山梨県農福連携６次産業化アドバイザー派遣事業変更（中止）申請書」（様式第３号）を提出して、知事の承認を受けなければならない。ただし、事業の軽微の変更についてはこの限りではない。　
第４　実施状況報告
障害福祉サービス事業者は、農福連携製品開発報告書（様式第４号）を３月末日までに知事に提出するものとする。
第５　事業費
山梨県は、アドバイザーに対して、予算の範囲内において報償費及び旅費を支払う。

第６　事業実施期間
本事業の実施期間は当該年度の３月３１日までとする。
第７　その他

この要領に定めるもののほか必要な事項は、別に定めるものとする。
附　則

この要領は、令和元年７月１１日から施行する。

附　則
この要領は、令和２年４月１日から施行する。
附　則
　この要領は、令和３年６月１日から施行する。

様式第１号
番　　　　　　号
令和　年　月　日
　山梨県知事　殿

所在地

法人名

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　印
令和○○年度　山梨県農福連携６次産業化アドバイザー派遣事業
申請書
　このことについて、山梨県農福連携６次産業化アドバイザー派遣事業実施要領第３の２の規定により、関係書類を添えて申請します。
・農福連携製品開発計画書（別添様式第１号）
・その他必要と認める書類
別添様式第１号
令和○○年度　山梨県農福連携製品開発計画書
　　　　　　　　　　　　　                    　　　令和　　年　　月　　日
	法　人
	名称
	

	事業所
	名称
	

	
	所在地
	

	農福連携の取り組み状況
	

	開発を希望する農福連携製品
（イメージ）
	

	開発後の展開・販売計画等
	

	アドバイザー
活動計画
· 会議の回数（アドバイザーの助言・指導を受けられる回数）は、6回まで
	会議
	年　月
（予定）
	検討内容

	
	第1回
	
	（記載例）

現状・課題の把握、加工品開発の方向
· 取り組みたい新製品又は原材料

	
	第2回
	
	（記載例）
試作品の製作

	
	第3回
	
	（記載例）

試作品の製作

	
	第4回
	
	（記載例）
試作品の製作

	
	第5回
	
	（記載例）

試作品のブラッシュアップ、販売方法の検討
・　製品の品質向上

・　デザイン、包装

	
	第6回
	
	（記載例）

製品の完成、販路開拓の検討
· 販売ルート、ブランド化

	備　考
	（派遣するアドバイザーの希望や、特に求めたいことなどがあれば記載）


様式第２号
番　　　　　　号
令和　年　月　日
（申請者）殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　山梨県知事
令和○○年度　山梨県農福連携６次産業化アドバイザー派遣事業

決定通知書
　令和○○年○○月○○日付け第○○号で申請のあった山梨県農福連携６次産業化アドバイザー派遣事業については、同事業実施要領第３の３の規定により決定します。
様式第３号
番　　　　　　号
令和　年　月　日
　山梨県知事　殿

所在地

法人名

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　印
令和○○年度　山梨県農福連携６次産業化アドバイザー派遣事業
変更（中止）申請書
　令和○○年○○月○○日付け第○○○○号で決定通知があった、山梨県農福連携６次産業化アドバイザー派遣事業について、次の理由により変更（中止）したいので、山梨県農福連携６次産業化アドバイザー派遣事業実施要領第３の４の規定により申請します。
　１　変更（中止）の理由

　２　変更（中止）の内容

３　添付書類

　　　その他必要と認める書類

様式第４号
番　　　　　　号
令和　年　月　日
　山梨県知事　殿

所在地

法人名

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　印
令和○○年度　山梨県農福連携製品開発報告書
　このことについて、山梨県農福連携６次産業化アドバイザー派遣事業実施要領第４の規定により、関係書類を添えて報告します。
・農福連携製品開発報告書（別添様式第４号）
・開発した農福連携製品が明確に判別できる写真
・その他必要と認める書類
別添様式第４号
令和○○年度　山梨県農福連携製品開発報告書
　　　　　　　　　　　　　                    　　　令和　　年　　月　　日
	法　人
	名称
	

	事業所
	名称
	

	
	所在地
	

	農福連携の取り組み状況
	

	開発した農福連携製品
	

	開発後の展開・販売計画等
	

	アドバイザー
活動報告

	会議
	年月日
	アドバイザー名
	検討内容

	
	第1回
	
	
	（記載例）

現状・課題の把握、加工品開発の方向

	
	第2回
	
	
	（記載例）
試作品の製作
· 試食の実施

	
	第3回
	
	
	（記載例）

試作品の製作

	
	第4回
	
	
	（記載例）

試作品の製作

	
	第5回
	
	
	（記載例）

試作品のブラッシュアップ、販売方法の検討
・　製品の品質向上

・　デザイン、包装

	
	第6回
	
	
	（記載例）

製品の完成、販路開拓の検討
· 販売ルート、ブランド化


